令和４年４月１日

耐震診断士・耐震改修施工者の登録を希望される方へ
　足立区では、区民の方が木造住宅などの耐震化を安心して行なうことができるように、耐震技術者を認定し、耐震診断士・耐震改修施工者として登録する制度を行っています。
　そのため、登録にあたっては様々な条件を設定しておりますので、本紙を良くお読みのうえ、登録の申請をお願いいたします。
①　登録の基本条件

　１．登録した情報は、名簿として配布するとともに、区の窓口での閲覧、足立区ホームページに掲載することに同意できること。また、登録にあたっては、勤務先の同意がなされていること。
　２．耐震診断の実施にあたっては、「２０１２年改訂版 木造住宅の耐震診断と補強方法」（一般財団法人日本建築防災協会）に基づく精密診断で行うこと。

　３．耐震改修工事の実施にあたっては、「２０１２年改訂版 木造住宅の耐震診断と補強方法」に準じて行うこと。

　４．区民からの耐震相談及び問い合わせについては、誠意を持って対応すること。また、耐震相談等の内容によって、相談者宅まで訪問する必要が生じた際は、無料でこれに応じること。

　５．耐震診断費用及び耐震改修工事費用（補強計画がある場合）の見積りは、無料で行うこと。

　６．区民に対して不当または不法に耐震診断・耐震改修工事の勧誘をしないこと。

　７．足立区の耐震助成制度の内容理解に努めるとともに、耐震診断及び耐震改修工事に関する知識や技能の向上に努めること。

　８．携わった耐震診断及び耐震改修工事の内容や結果等に関して、区民に対し、分かりやすく説明すること。
　９．区の耐震診断士・耐震改修施工者登録制度の趣旨に反する信用失墜行為を行わないこと。

　10．その他、耐震診断士及び耐震改修施工者の登録要件に適合すること。

②　耐震診断士及び耐震改修施工者登録の要件
　耐震診断士の登録要件
　１．一級、二級または木造建築士であること

　２．足立区内に建築士事務所登録されている建築士事務所に勤務していること

　３．足立区が指定する以下の講習会のいずれかを受講し、修了（修了日が登録申請日の

　　２年以内のものに限る。）していること
　　　・（公財）東京都防災・建築まちづくりセンターが実施する耐震診断技術者講習
　　　・（一財）日本建築防災協会が実施する精密診断に関する講習
　　　　 ※ 一般診断及び非木造の耐震診断に関する講習会は含まれません。

　４．原則として精密耐震診断認定プログラムを所有し、求めに応じ即座に診断の実施が
　　可能なこと。
　５．建築士法に規定された建築士定期講習を修了していること
　６．所属する建築士事務所の管理建築士が、建築士法に規定された管理建築士講習を修

　　了していること
　７．耐震診断に関する知識を有すると特に認めたもの

　８．区内においては軟弱地盤係数１．５をもちいること。
　耐震改修施工者の登録要件
　１．足立区内に本社または営業所が所在し、かつ、その本社等が建設業法の規定に基づ
　　く建設工事（建築工事業または大工工事業に限る）の許可を受けているもの 
　２．上記の建設業の本社等に所属する技術者（建設業法第２６条第１項に規定する主任
　　技術者の要件を満たす方）が、足立区の指定する以下の講習会のいずれかを受講し、

　　修了（修了日が登録申請日の２年以内のものに限る。）していること
　　　・（公財）東京都防災・建築まちづくりセンターが実施する耐震診断技術者講習

　　　・（一財）日本建築防災協会が実施する耐震診断・耐震補強に関する講習
③　登録の申請について
　登録の申請の際は、本紙に添付の申請書のほかに、下記の書類等を添付し、申請窓口にて手続きをお願いします。なお、郵送やメールでの申請はできません。
　耐震診断士の登録
　　①建築士免許の写し　②登録証用写真（縦3.0cm×横2.4cm無帽、無背景、正面上３
　　分身、カラー、申込日より３ヶ月以内に撮影したもの。なお、裏面に氏名を記入）
　　③誓約書　④建築士事務所登録を証する書類及びその建築士事務所が足立区内に所在

　　していることを証する書類の写し　⑤耐震に関する足立区指定講習会の修了を証する
　　書類の写し　⑥建築士指定講習の修了を証する書類の写し　⑦所属建築士事務所の管
　　理建築士が管理建築士講習を修了したことを証する書類の写し
　耐震改修施工者の登録
　　①建設業許可を証する書類の写し及びその建設業の本社等が足立区内に所在していることを証する書類　③主任技術者の在籍を証する書類（経歴書）及び主任技術者の要件を満たす書面の写し　④誓約書　④耐震に関する足立区指定講習会の修了を証する書類の写し
④　登録の有効期限

　　最長５年間です。なお、有効期限が満了する際には更新登録の手続き（新規登録時と

　同様）が必要です。
⑤　登録の審査

　　申請いただいた書類等を元に登録の可否を審査いたします。建築関連法令等の違反に

　より処分歴等があるときは登録ができないことがあります。

⑥　登録内容の変更

　　登録された内容（事務所名、建築士事務所登録及び建設業許可の有効期限、所在地、
　居住地等）が変更となった場合は、速やかに登録事項の変更を申し出てください。登録
　事項の変更の申し出がないときは、登録を取り消すことがあります。

⑦　登録の取り消し

　　登録後、以下のいずれかに該当する場合は登録を取り消すことがあります。

・上記①及び②の登録の条件、要件に適合しなくなったとき。

・登録申請書に記載された内容に変更が生じたときに、その旨の届け出をすみやかに行

　わなかったとき。（建築士事務所登録や建設業許可を更新した際には、有効期限の変更
　の届け出が必要となりますので、特に留意ください。）

　・診断士等または所属する建築士事務所、建設業の営業所が、建築基準法等の建築関係

　　法令及び条例等に違反し、処分又は処罰を受けたとき。

　・登録の有効期限の完了前までに、更新の手続きを実施しなかったとき。

　・現況届の提出がないとき。（事務所の移転や建設業の許可の満了日などの登録事項を確

　　認・把握するため、年に１度、現況届を提出いただきます。）
　・刑事事件（懲役・禁固等）を起こしたとき。
　・虚偽申請など助成金不正受給を行ったとき。
　・強引な勧誘などの不当な営業活動を実施したとき。
　・その他

問い合わせ・申請窓口
足立区役所都市建設部建築防災課耐震化推進係

電話：０３－３８８０－５３１７
